




川 井 伸 一
1992年7月に中国政府は国有企業の改革の一層の深化を図るべく,「国
有企業経営メカニズム転換条例」を公布,施 行 した。この条例施行か ら1





でなされ,録 音された。以下の記録は,この録音を再生,翻 訳 したもので
ある。
川井:今 日はお忙 しいなか面会の時間をとっていただきありがとうござい
ます。今回,私 が北京に来た目的は二つあります。 ひとつは北京 にある
いくつかの日中合弁企業の経営責任者にインタビューして,経営の現状







を公布 してか らすでに1年余りになります。最近,条 例の執行状況につ
























されているのか。先月の会議および会議以前 に政府 は多 くの調査を行
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国有企業改革の現状と課題





ころ企業が獲得 したようだが,し かし実際には企業は基本的に実施 して
いません。ある権限は,本 当に実施するのがかなり困難であると言って
もよいで しょう。なぜなら,それは多 くの方面の問題 と関係 しているか
らです。条例の実施状況にっいては現在のところ大体 このようなもので
す。みんなの考えでは,条例を徹底させて企業は確かに以前よりも多 く
の権限をもつようにな り,14項目の権限を獲得 した企業 も少な くない
が,ま だ経営 メカニズムは基本的に転換 していないとみています。さら
に,条例が規定 した企業の14項目の権限を全部実施 したとしても,企業
の経営メカニズムを根本的に転換 させるのは難 しい,とみる考え もあり
ます。 しか し,われわれ国家政府からいえば,現在経営 メカニズムを転
換させる主要な考えかたは,条例を徹底させ ることによって経営 メカニ





であって,生 命力がな く,真の企業ではあ りませんで した。改革以降,
非公有制の経済成分が新 しく出現 しました。すなわち,私営企業,個 人
経営企業,三 資企業[注 一中外合作,中 外合弁,100%外資の企業のこ
と]がいったん形成 されると,それらは多 くの問題を抱えていたけれど















て,こ の点を語っていないことです。 しか し,この問題 はまさに企業 メ
カニズム転換の鍵 となる問題なのです。なぜなら,この財産権が明確に
ならなければ,国 有企業の所有者である国家 ・政府 は経済活動の管理者
としての身分で現れ企業の活動に関与することができるし,また企業資
産の所有者,経 営者の身分で現れ企業の経済活動に関与することもでき
















































いのはよろしくない,も し提供 しなければ多 くの困難が生 じるで しょう








か,と いう問題があります。現在,国 家が採用 している方式は,依然 し
て企業がその労働者を企業内で消化するというものです。従 って,解雇
権は形式上はあるけれども,実行するのは非常に難 しい。権利はあるが,










請負制の方式を採 っています。株式制を採用 している企業 はまだ非常に
少ない。現在 は第二期の請負を実施 しています。
川井:第二期の請負は1991年か ら始まったのですか。





部門が任命 しますが,従 前か ら主管部門が工場長を任命する時により多
く考慮するのは,こ の人間が上級の言 うことをよく聞 くかどうかであっ









































の問題は規範性が欠けており,国家 と企業 との関係 は交渉方式によって
確定されるのです。 この点で政府は企業に対 して平等 とはいえず,公 平




負制 という形式によって国家 と企業との関係を解決する場合,そ れは非
規範的で不公平なのです。それは,それぞれの企業の状況がさまざまで,













ることです。この二っの身分とは,経営者 としての身分 と所有者 として
身分です。この問題に対 してわが国では多 くの議論がありますが,財 産
権問題は回避すべきでない,ま た回避できない問題であるとみんな考え
ています。この財産権問題は国有を私有に変えるべきだと言うのではな
くて,ど のようにして国家が国家所有者としての身分 ・職能 と社会経済
活動全体の管理者としての身分 ・職能とのあいだの区別をっけるように
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展と従業員の消費[注一 ボーナス基金 と福利厚生基金]に 利用すること











を負 うことを強調 していますが,こ れは言えばすぐ実行できるものでは
ありません。欠損に責任を負う基礎は何か。それには企業の法人として
の地位を確立 しなければならず,企 業は何をもって欠損を負担するのか




したならば,企 業の損益 自己責任はその基礎を もっことになるで しょ
う。
川井:現 在,多 くの国有企業は赤字であり,聞 くところでは,国 有企業の
30%前後が赤字で,利潤をあげているのは三分の一にすぎないといわれ





済加熱を抑制す るためにマクロコン トロールを強化 した結果,企 業の困
難が多 くなったとみんなが考えています。一部の企業は赤字額がすこし
増大 しました。また別の考えでは,現在赤字企業は減少 しているとみて











ば,国家と1対1で 交渉でき,最終的には免除され,上 納 しなくてもよ
いか らです。従 って,問 題が根本的に解決されなければ,企業の損益自
己責任の問題 も真に解決するのは非常に困難です。
川井:現 在,経 営請負制では納税前返済を実行 しています。つまり,所得
税納税前の利潤から,銀行から借 りた基本建設,技 術改造方面の借金を
返済 しなければならない。一説では,多 くの企業が借金を返済できず,
結局国家が負担 しているといわれます。 この面の状況 はいかがですか。
答:現 在 はすべて納税後利潤からの返済に変わっています。 もともとは納
税前の返済で したが,こ れは実際には国家が一部を負担 していました。
徴収すべき税が徴収 されないのですから,税金は減少 して しまいます。
実際は国家が一部分を負担 しているのです。現在,条 例では納税後返済
に改められ,例 えば企業にとって言えば,条 例実施後 に借り入れた資金
は納税後利潤からの返済に改め られました。条例は税率の上で も変化が
あり,以前は国有大中型企業に対 しては55%の所得税で したが,納税後
返済を実施 してのちは33%の税率 となりました。 こうような話ならば,











企業の投資資金 は,改革以前は国家財政か ら支給 して,そ の支給は無
償でした。改革以降,銀 行貸付に変更されました。銀行貸付ならば利息
を負担 しなければならず,も し基本建設と技術改造 に用いるのであれ
ば,当然国家 は政策上優遇 して,利 率はかなり低いで しょう。 しかし,
国家が貸付の70%を負担することはない。こうしたことは私 は聞いた
















答:請 負の内容には所得税が含まれています。 しか し,請負制実施以降は
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答:交 渉によって決定するのは請負の額度 と基数です。現在多 くの企業は
請負制を希望 していますが,そ れに代わる新たな方式を採用することは
望んでいません。現在,財政部は 「税利分流」,っまり税金(所得税)と











は自分の利益 しか考えないか ら,こ うした対応は企業にとっては自然な
ことです。



































の多 くの問題は最終的にはこの財産権問題に帰着 します。 この問題はす
でにもはや回避できなくなっています。








































という話 しを持ち出 しても,多 くの反対を述べる人はいません。
川井:で は,一部の人が株式制に反対する理由は何ですか。
答:ひ とっは,以前の一時期,条 例と株式制を対立 させて捉えていたこと
です。つまり,条例は請負制の基礎のうえに制定 したのであり,国有企
業の90%以上 は請負制を実施 しています。そ して もし企業が請負制を
やるならば株式制を実行できないと考えて,請負制 と株式制を対立 させ





て,ひ とつは同じ株であっても利益が違 うことです。すなわち,同 じ株
券であっても公有株と個人株では権利と利益分配で異なり,個人株の権
















です。だか ら,も し契約労働へ転換 しようとするならば,従業員と企業
との間の関係を規範化 しなければならない。全員労働契約制の実施は一
歩前進というべきで しょう。 これは現在の中国の国情と人々の受け入れ










きないので,必 然的に一部の活発な企業 に影響を及ぼ しています。 もう
ひとつは,幹部 は昇格できるし降格 もできるということ。以前,わ が国
の企業はすべて政府機関であり,企業内部 も政府のようで,処 レベルが




ば,彼 の生涯はこの企業が面倒をみなければな らず,企 業は彼を首にす
ることができない。このような状況は企業の発展をひどく制約 していま
す。 こうした硬直 した制約を改めるために,全 員労働契約制を提起 した




い,南方か ら北方まで,経 済先進地区か ら経済の立ち遅れている地区ま
で,人 々の改革開放意識,就 業意識,就 業ルー トはすべて異なっていま
す。例えば,広 州とハル ビンを比較すれば大きな相違があります。経済
発展の遅れた地区でひとりの従業員を解雇することは,そ の人が社会全
体から見捨てられることに等 しい。 もし現在,東 北地区全体を広東のよ
うにさせようとしても不可能です。現在われわれが提起 した全員労働契






































在3棟450世帯分あるという。 また一部の小さな合弁企業 も住宅を借 り
て労働者に住まわせなければならない。 このような問題状況は国有企業
の小社会的な性格 とある程度共通 していると思います。
さて最後に,わ たしは企業改革 と政治行政改革 との関係について質問
したいと思います。一っの問題は企業改革を実施するには企業と行政と
を分離 しなければならない。 これは企業改革の必要条件ですが,こ の面
ではすでに触れたように現在多 くの問題があります。 もう一つの問題











も主要なのは政府の職能転換 と機構改革です。機構改革 も多 くの方面を
含んでいます。例えば,軽工業部 は紡織総会に変わり,航空宇宙部は分
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事務を管理する,こ のようにすれば政府の仕事の効率水準 も向上で きる
でしょう。






した面をもつと同時に矛盾 した面 ももっています。改革以来,こ の三っ
の方面への要求はいずれも顕著な もので した。 これら三者はそれぞれ独










(今回,テ ープ起 こしの作業では本学経営学部4年 生の任京科君の援
助を得た。記 して感謝する。)
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